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2013 年 8月 9日 

各      位 

会 社 名 朝 日 イ ン テ ッ ク 株 式 会 社  

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  宮 田  昌 彦 

（ 東証第二部･名証第二部     コード番号：7747）  

問 合 せ 先  経 営 戦 略 室 長  伊 藤  瑞 穂 

 （ TEL.052-768-1211 ） 

 

会社の支配に関する基本方針及び  

当社株式の大規模買付行為への対応策(買収防衛策)の更新について  

 

当社は、2007年8月10日開催の当社取締役会において「当社株式の大規模買付行為への対応策」（以下

「現プラン」といいます。）を導入し、2007年9月27日開催の当社第31回定時株主総会及び2010年9月29

日開催の当社第34回定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただき継続しておりますが、その有

効期限は、2013年9月開催予定の第37回定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）終結の時まで

となっております。当社では、現プラン導入後も社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる諸々の動

向及び様々な議論の進展を踏まえ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための

取組みのひとつとして、継続の是非も含め、その在り方について引き続き検討してまいりました。 

その結果、2013年8月9日に開催されました当社取締役会において、会社法施行規則第118条第3号に定

める当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「会社の支配に関

する基本方針」といいます。）に照らして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止する取組みとして、本株主総会における株主の皆様のご承認を前提に、現プランの

一部を変更（以下、変更後の対応策を「本プラン」といいます。）し、本プランとして継続することを

決定しましたのでお知らせいたします。 

本プランにつきましては、本プランの具体的運用が適正に行われることを条件として、監査役全員か

ら賛同を得ています。 

なお、2013年6月30日現在の当社株式の状況は、別紙1のとおりですが、本日現在、当社株式の大規模

買付に関する打診及び申し入れ等は一切ありませんので念のため申し添えます。 

 本プランの継続にあたり、形式的な文言の修正を行っておりますが、内容を実質的に変更している箇

所はございません。 

 

Ⅰ. 会社の支配に関する基本方針 

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、

最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。しかしながら、近年わが

国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大規模買付提案又はこれ

に類似する行為を強行する動きが顕在化しております。 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさま

ざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企
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業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 

 

 

Ⅱ. 基本方針の実現に資する取組み 

当社グループは、研究開発型企業として、医療及び産業機器分野において、安全と信頼を基盤とする

「Only One」技術や「Number One」製品を世界に発信し続けることにより、全てのお客様の「夢」を実

現すると共に、広く社会に貢献していくことを企業理念としております。また特に、当社グループの医

療機器分野事業は、主に、傷口が小さく痛みの尐ない「低侵襲治療」の製品を開発・製造・販売してお

り、患者様の肉体的・精神的・経済的負担を軽減し、そして医療費抑制にも貢献できる、大変意義のあ

る事業であると考えており、今後も、社会に貢献できる企業であり続けることで、社会からも市場から

も評価される企業として、更なる成長を遂げたいと考えております。 

当社は、1976 年の創業以来、産業機器分野において極細ステンレスワイヤーロープの開発･製造･販売

に注力し、国内トップシェアを確立して参りました。1991 年には医療機器分野に進出し、1992 年には国

内初の心筋梗塞の治療に使用される「循環器系治療用PTCAガイドワイヤー及びガイディングカテーテル」

の製品化に成功、更にはこれまで外科手術の領域とされておりました CTO 領域（注 1）についても治療が

可能な循環器系治療用 PTCA ガイドワイヤーの開発に成功するなど、現在では、当社製品の循環器系治療

用 PTCA ガイドワイヤーは、国内市場においてトップシェアを確立するに至っております。このように当

社が成長を続けてきた主な要因は、当社がこれまで長年に亘って蓄積し培って参りました「技術力」に

あると当社は考えております。 

 これら「技術力」の源泉である主な技術内容は、伸線技術、ワイヤーフォーミング技術、トルク技術、

コーティング技術の 4 つのコアテクノロジーで構成されており、これらの技術をベースに原材料から製

品までの一貫生産体制が可能となっていることが当社の強みと考えております。これらコアテクノロジ

ーの中でも他社には無い技術として「トルク技術」があります。この技術は独自の高い技術と加工設備

を駆使し、ステンレスに高度な回転追従性を持たせる技術であり、このトルク技術により高い優位性を

持つ PTCA ガイドワイヤーの製品化が可能となっております。また素材から完成品まで自社内で対応でき

るという強みは、当社が産業機器分野を有していることから可能となっており、ドクターからの高い要

望に対しても素材レベルから対応が可能となっております。 

このような強みを元に、当社は 2011 年７月から 2016 年６月までの 5 年間における中期経営計画とし

て『Next Stage 2016』を掲げ、「低侵襲治療製品を機軸とし、開発から製造・販売までトータルサポー

トできるグローバル企業へ」をテーマとして、2016 年６月期までに連結売上高 300 億円を達成すること

を目指しております。 

この中期経営計画の実現は、上記に記載いたしました当社の「技術力」の上に成り立つものであり、

不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為が行われる場合、当社の技術を支えている優れた技

術者や、技術の内容そのものが離散するリスクが生じ、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐

れがあると考えております。 

これら中長期的視野に基づく経営こそが、当社への信頼を高め、ひいては当社の企業価値を安定的か

つ持続的に向上させ、株主共同の利益の確保･向上に繋がるものと確信しており、また上記の取組みは、

今般決定いたしました上記Ⅰの会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと考えております。 
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注 1:CTO 領域とは、  

慢性完全閉塞といって長期間完全に閉塞した状態の病変のことをいいます。従来は、このような病変

は外科手術（バイパス手術）の領域でしたが、当社が CTO にも使用可能な PTCA ガイドワイヤーの開発に

成功したことから、現在では、国内においては PTCA 治療（循環器系における低侵襲治療）が主流となっ

ています。 

 

 

Ⅲ.  本プランの内容(会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組み) 

 

１．本プランの目的 

本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入したものです。 

当社は、当社株式に対する大規模な買付等が行われた場合でも、その目的等が当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えるものではありません。また、支配権の移転を伴う買収提案に応ずるか否か

の判断も、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。 

しかしながら、このような株式の大規模な買付等の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株

主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要

するおそれのあるもの、取締役会や株主の皆様が株式の大規模な買付等の内容等について検討するため

の、あるいは取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な情報や時間を提供することのない

もの、買付条件等が買付等の対象とされた会社の企業価値ひいては株主共同の利益に鑑み不十分又は不

適当であるもの、買付等の対象とされた会社の企業価値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダー

との関係を破壊する意図のあるもの等、大規模な買付等の対象とされた会社の企業価値ひいては株主共

同の利益に資さないものも尐なくありません。 

一方、2013 年 6 月 30 日現在において、当社役員及びその関係者により当社の発行済株式の約 26.1％

が保有されております。但し、当社は、公開会社であり、株主の自由な意思に基づく取引等により、当

社株式は譲渡されますので、当社役員及びその関係者が各々の事情に基づき今後当社株式を譲渡その他

処分し、それらの当社株式の保有割合が減尐していく可能性も否定できません。また、それ以外の当社

株式の多くは個人株主の皆様や信託銀行等の機関投資家、国内法人、外国法人等の皆様により保有され

ておりますので、大規模な買付等を行おうとする者が現れた場合に、これら株主の皆様が、大規模な買

付行為の提案内容や当社取締役会の意見、代替案等を検討し、大規模な買付等に応じるか否かの最終的

な判断を適切に決定するための情報や時間を確保することは重要であると考えております。 

そこで、当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適

切な判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従

って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付時

における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）

を設定し、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって大規模な買付行為が為された場

合の対応方針を含めた買収防衛策として、本株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、現プラン

の内容を一部変更し、本プランを継続することといたしました。本プランの概要につきましては、別紙 2 
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をご参照ください。 

 

２．本プランの対象となる当社株式の買付 

本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ(注 2)の議決権割合(注 3)を 20%以上と

することを目的とする当社株券等(注 4)の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が

20%以上となる当社株券等の買付行為(いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、

また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下かかる買付行為を「大規模買

付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。)とします。 

 

注 2：特定株主グループとは、 

(i) 当社の株券等(金融商品取引法第 27条の 23第 1 項に規定する株券等をいいます。) の保有者 (同法

第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。) 及びその共同保有

者 (同法第 27 条の 23 第 5 項に規定する共同保有者をいい、同法第 27 条の 23 第 6 項に基づく共同保有

者とみなされる者を含みます。以下同じとします。) 又は、 

(ⅱ) 当社の株券等(同法第 27条の 2第 1項に規定する株券等をいいます。) の買付等（同法第 27条の 2

第 1項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。） を行う者

及びその特別関係者 (同法第 27 条の 2第 7項に規定する特別関係者をいいます。) を意味します。 

 

注 3：議決権割合とは、 

(i) 特定株主グループが、注 2の(i)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合(金融商品取引法第 27

条の 23 第 4 項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の

保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も加算するものと

します。) 又は、 

(ⅱ) 特定株主グループが、注 2の(ⅱ)記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等保

有割合(同法第 27 条の 2第 8項に規定する株券等所有割合をいいます。) の合計をいいます。 

各議決権割合の算出にあたっては、総議決権(同法第 27 条の 2 第 8 項に規定するものをいいます。) 及

び発行済株式の総数 (同法第 27 条の 23 第 4 項に規定するものをいいます。) は、有価証券報告書、四

半期報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

 

注 4:株券等とは、 

金融商品取引法第 27 条の 2第 1項又は同法第 27条の 23 第 1 項に規定する株券等を意味します。 

 

３．独立委員会の設置 

大規模買付ルールが遵守されたか否か、あるいは大規模買付ルールが遵守された場合であっても当該

大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められるため一定の対抗

措置を講ずるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、

当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の合理性及び公正性を担保する

ために、当社は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置いたします（独立委員会規程

の概要につきましては、別紙 3をご参照ください。）。独立委員会の委員は、3名以上とし、公正で中立

的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役及び社外有識者
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(注 5)の中から当社取締役会が選任します。独立委員会委員として、社外監査役の佐藤昌巳氏及び大林敏

治氏、社外有識者として伊藤清道氏の 3名に就任していただく予定です。各委員の略歴につきましては、

別紙 4をご参照ください。 

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非などについて諮

問し、独立委員会は当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為について

慎重に評価・検討の上で当社取締役会に対し対抗措置を発動することができる状態にあるか否かについ

ての勧告を行うものとします。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で対抗措置の発

動について決定することとします。独立委員会の勧告内容については、その概要を適宜公表することと

いたします。 

なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされることを

確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した外部専門家等の助言を得ることができるもの

とします。 

 

注 5 ：社外有識者とは、 

経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究

対象とする学識経験者、又はこれらに準ずる者をいいます。 

 

４．大規模買付ルールの概要 

(1) 大規模買付者による意向表明書の当社への事前提出 

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為又は大規模買付行為の提案

に先立ち、まず、当社代表取締役宛に、大規模買付ルールに従う旨の誓約及び以下の内容等を日本語で

記載した意向表明書をご提出いただきます。当社が大規模買付者から意向表明書を受領した場合には、

速やかにその旨及びその内容について、適宜公表します。 

①大規模買付者の名称、住所、代表者の氏名 

②設立準拠法 

③国内連絡先 

④提案する大規模買付行為の概要等 

 

(2) 大規模買付者からの必要情報の提供 

当社は、上記(1)の意向表明書を受領した日の翌日から起算して 10 営業日以内に、大規模買付者に対

し、株主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成のために取締役会に対して提供いただくべき

必要かつ十分な情報(以下「本必要情報」といいます。) のリストを交付します。大規模買付者には、当

該リストの記載に従い、本必要情報を当社取締役会に書面で提出していただきます。本必要情報の一般

的な項目は以下のとおりです。その具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によっ

て異なりますが、いずれの場合も株主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要か

つ十分な範囲に限定するものとします。 

①大規模買付者及びそのグループ(共同保有者、特別関係者及び組合員(ファンドの場合)その他の構成員

を含みます。)の詳細(名称、事業内容、経歴又は沿革、資本構成、財務内容等を含みます。) 

②大規模買付行為の目的、方法及び内容(大規模買付行為の対価の価額・種類、大規模買付行為の時期、

関連する取引の仕組、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現可能性等を含みます。) 
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③大規模買付行為における買付価格の算定根拠(算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情

報及び大規模買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容を含みます。) 

④大規模買付行為における買付資金の裏付け(資金の提供者(実質的提供者を含みます。) の具体的名称、

調達方法、関連する取引の内容を含みます。) 

⑤大規模買付行為の完了後に想定している役員候補（当社及び当社グループ事業と同種の事業について

の経験等に関する情報を含みます。）、当社及び当社グループの経営方針、事業計画、財務計画、資

本政策及び配当政策等 

⑥大規模買付行為の完了後における当社の顧客、取引先、従業員その他の当社に係る利害関係者と当社

及び当社グループとの関係に関しての変更の有無及びその内容 

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応じて、大規模買付者に対

し情報提供の期限を設定することがあります。但し、大規模買付者から合理的な理由に基づく延長要請

があった場合は、その期限を延長することができるものとします。 

当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締

役会は、適宜合理的な期限を定めた上で、大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提

供を求めることがあります。 

当社取締役会は、大規模買付者から本必要情報の提供が完了したと判断した場合には、その旨の通知

を大規模買付者に発送するとともにその旨を公表します。 

また、当社取締役会が本必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわらず、大規模買付者から当該

情報の一部について提供が難しい旨の合理的な説明がある場合には、当社取締役会が求める本必要情報

が全て揃わなくても、大規模買付者との情報提供に係る交渉等を終了し、後記(3)の当社取締役会による

評価・検討等を開始する場合があります。 

当社取締役会に提供された本必要情報は、独立委員会に提出するとともに、株主の皆様の判断のため

に必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部又は一部を公表

します。 

 

(3) 当社取締役会による評価・検討等 

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本必

要情報の提供を完了した日の翌日から起算して対価を現金(円貨)のみとする公開買付による当社全株式

を対象とする大規模買付行為の場合は最長 60 日間又はその他の大規模買付行為の場合は最長 90 日間を

当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間(以下「取締役会評価期間」

といいます。)として設定します。従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始さ

れるものとします。 

取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて独立した外部専門家等の助言を受けながら、提

供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、当社取締役

会として意見を慎重にとりまとめ公表します。 

また、必要に応じ大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締

役会として株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。 
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５．大規模買付行為が為された場合の対応方針 

(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に

反対であったとしても、当該大規模買付行為についての反対意見の表明や代替案を提示することにより、

株主の皆様を説得するにとどめ、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。大規

模買付者の買付提案に応ずるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買

付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。 

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、例えば以下の①

から⑦に該当し、当社に回復し難い損害をもたらす等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著し

く損なうと当社取締役会が判断する場合には、取締役の善管注意義務に基づき、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲内で、例外的に新株予約権の無償割当て

等、会社法その他の法律が認める対抗措置を講ずることがあります。 

具体的にいかなる手段を講ずるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを

選択することとします。当社取締役会が対抗措置として、例えば新株予約権の無償割当てをする場合の

概要は別紙 5 に記載のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当てをする場合には、議決権割合が一

定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とすることや、当社株式と引き

換えに当社が新株予約権を取得する旨の取得条項をつけるなど、対抗措置としての効果を勘案した条件

を設けることがあります。 

①真に当社の経営に参画する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で当社株式を当社

及び当社の関係者に引き取らせる目的で、当社株式の取得を行っている又は行おうとしている者(いわ

ゆるグリーンメーラー)であると判断される場合 

②当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要

取引先や顧客等を当該大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させる等、いわゆる焦土化経営を行

う目的で、当社株式の取得を行っている又は行おうとしている者と判断される場合 

③当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁

済原資として流用する目的で、当社株式の取得を行っている又は行おうとしている者と判断される場

合 

④当社の経営を一時的に支配して、当社の不動産、有価証券等高額資産等を処分させ、その処分利益を

もって一時的な高配当をさせるか、あるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の

高値売り抜けをする目的で、当社株式の取得を行っている又は行おうとしている者と判断される場合 

⑤大規模買付行為における当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収(最初の買付で当社の株式

の全部の買付を勧誘することなく、二段階目の買収条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、

公開買付等による株式の買付を行うことをいいます。) 等の、株主の判断の機会又は自由を制約し、

事実上、株主に当社株式の売却を強要する恐れがあると判断される場合 

⑥大規模買付者の提案する株式の買付条件（買付対価の価額、種類、内容、時期、方法、違法性の有無、

実現可能性を含むがこれらに限らない。）が当社の企業価値に照らして著しく不十分又は不適切であ

ると合理的な根拠をもって判断される場合 

⑦大規模買付者による支配権取得により、当社株主はもとより、顧客、取引先、従業員等のステークホ

ルダーとの関係を破壊する等により、当社企業価値の著しい毀損が予想され、企業価値の維持及び向

上を妨げる恐れがあると合理的な根拠をもって判断される場合 
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本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模

買付行為に対する対抗措置はとりません。但し、上記のとおり例外的に対抗措置を発動することについ

て判断する場合には、その判断の客観性及び合理性を担保するために、当社取締役会は、対抗措置の発

動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は、対抗措置発動

の必要性、相当性を十分検討した上で、上記 4．(3)の取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置発動又は不発動について判断を

行うものとします。 

 

(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない揚合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当

社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、上記 5．(1)で述べた

対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。 

対抗措置を発動することについて判断するにあたっては、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大

限尊重して、対抗措置の必要性、相当性等を十分検討した上で発動の是非について判断するものとしま

す。 

なお、大規模買付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者側の事情をも合理

的な範囲で十分勘案し、尐なくとも本必要情報の一部が提出されないことのみをもって大規模買付ルー

ルを遵守しないと認定することはしないものとします。 

 

(3) 対抗措置発動の停止等について 

上記 5.(1)又は(2)において、当社取締役会が具体的対抗措置を講ずることを決定した後に当該大規模

買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行った場合等、対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会

が判断した場合には、独立委員会の勧告を十分に尊重した上で、当該対抗措置の発動の停止等を行うこ

とがあります。例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合において、新株予約権の割

当てを受けるべき株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行う等、独立

委員会の勧告を受けた上で当該対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、当該

新株予約権の無償割当ての効力発生日の前日までの間は、新株予約権の無償割当てを中止することとし、

また、新株予約権の無償割当て後においては、行使期間開始日の前日までの間は、当社が当該新株予約

権を無償取得(当社が新株予約権を無償で取得することにより、株主の皆様は新株予約権を失います。) 

することにより当該対抗措置の発動の停止を行うことができるものとします。 

このような対抗措置の発動の停止等を行う場合は、法令及び当社が上場する金融商品取引所の上場規

則等に従い、当該決定について適時・適切に開示します。 

 

６．本プランが株主・投資家に与える影響 

(1) 大規模買付ルールが株主及び投資家に与える影響 

本プランにおける大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断する

ために必要な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提

示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで大

規模買付行為に応ずるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値



‐9/16‐  

ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、

株主及び投資家の皆様が適切な判断を行う上での前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利益

に資するものと考えます。 

なお、上記 5.において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規

模買付行為に対する当社の対応が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買

付者の動向にご注意ください。 

 

(2) 対抗措置発動時に株主及び投資家に与える影響 

当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、当社取締役会が

上記 5.に記載した具体的な対抗措置を講ずることを決定した場合には、法令及び当社が上場する金融商

品取引所の上場規則等に従い、当該決定について適時・適切に開示します。対抗措置の発動時には、大

規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権利又は経済的側面において格別の損失を被るような事態は想

定しておりません。例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合は、取締役会で別途定

めて公告する基準日における最終の株主名簿に記録された株主（以下「割当株主」といいます。）の皆

様は、対価の払い込みを行うことなく、その保有する株式数に応じて、新株予約権が割当てられます。

その後、当社が取得条項を付した新株予約権の取得の手続きを取る場合は、大規模買付者等以外の割当

株主の皆様は、当社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するため格別の不利益は

発生しません。 

なお、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会の決定により当該新株予約権の割当ての中止又は発

行した新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得することにより、割当株主の皆様は新株

予約権を失います。）を行う場合には、新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後(権利落

ち日以降)に当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主又は投資家の皆様

は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。 

大規模買付者については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合

であっても当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される

場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的権利又は経済的側面において不利益が

発生する可能性があります。本プランの開示は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがな

いようにあらかじめ注意を喚起するものです。 

 

(3) 対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き 

対抗措置として、例えば新株予約権の無償割当てが行われる場合には、割当株主の皆様は引受けの申

込みを要することなく新株予約権の割当てを受け、又当社が取得条項を付した新株予約権の取得の手続

きをとる場合には、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権の取

得の対価として当社株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する申込みや払込み等の手続

きは必要となりません。 

これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当てを行うことになった際に、法

令及び当社が上場する金融商品取引所の上場規則等に従い、当該決定について適時・適切に開示します。 

 

７．本プランの適用開始、有効期間、継続及び廃止 

本プランは、本株主総会の決議をもって同日より発効することとし、有効期間は、本株主総会終結の
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時から 2016 年 9 月開催予定の第 40回定時株主総会終結の時までとします。 

また、本プランは、本株主総会において継続が承認され発効した後であっても、 

①当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、 

②当社株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行

われた場合には、その時点で廃止されます。 

また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上

の観点から随時見直しを行い、当社株主総会の承認を得て本プランの変更を行うことがあります。 

このように、当社取締役会において本プランについて継続、変更、廃止等の決定を行った場合には、そ

の内容を速やかに開示します。 

なお、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、本プランに関する法令、金融商品取引所

規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理

由により字句の修正を行うのが適切な場合等、株主の皆様に不利益を与えない場合には、必要に応じて 

独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。 

 

 

Ⅳ． 本プランの合理性（会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて） 

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が 2005 年 5 月 27 日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則)を充足しています。 

また、経済産業省に設置された企業価値研究会が 2008 年 6 月 30 日に発表した報告書「近時の諸環境の

変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。 

 

(2) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、上記Ⅲ．1.「本プランの目的」にて記載したとおり、当社株式に対する大規模買付行為

がなされた際に、当該大規模買付行為に応ずるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役

会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行

うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるとい

う目的をもって導入されるものです。 

 

(3) 株主意思を重視するものであること 

本プランは、本株主総会における株主の皆様のご承認を条件としており、本株主総会において本プラ

ンに関する株主の皆様の意思を問う予定であり、株主の皆様のご意向が反映されるものとなっておりま

す。 

また、本プラン継続後、有効期間の満了前であっても、当社株主総会において、本プランの廃止の決

議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の合理的意思に依拠するも

のとなるようになっております。 
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(4) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

上記Ⅲ．7.「本プランの適用開始、有効期間、継続及び廃止」にて記載したとおり、本プランは、当

社株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会により廃止することができるものとされてお

り、当社の株式を大量に買い付けようとする者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構

成される当社取締役会により、廃止することが可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買収防

衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランの導入によりスローハンド型買収防衛策（取

締役会の構成員交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策）としての効果が生じることもありません。 

(5) 独立性の高い社外者の判断の重視 

本プランにおける対抗措置の発動についての決定は、上記Ⅲ．5．「大規模買付行為が為された場合の

対応方針」にて記載のとおり、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委

員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重した上でなされるものとされており、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資するよう、本プランの透明な運用を担保するための手続も確保されております。 

 

以上 
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(別紙 1) 

当社株式の状況(2013 年 6 月 30 日現在) 

 

（1） 発行可能株式総数      50,000,000 株  

（2） 発行済株式の総数      15,895,000 株 （自己株式 304 株含む） 

（3） 株主数              3,961 名 

（4） 大株主（上位 10 位） 

氏名又は名称 所有株式数（株） 所有株式比率

（％） 

アイシーエスピー有限会社 1,500,000 9.43 

日本トラスティ・サービス信託株式会社（信託口） 1,272,100 8.00 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 822,100 5.17 

ＭＭＫ株式会社 773,000 4.86 

株式会社ハイレックスコーポレーション 600,000 3.77 

ﾉｰｻﾞﾝ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ ｴｲﾌﾞｲｴﾌｼｰ ﾘ ﾉｰｻﾞﾝ ﾄﾗｽﾄ ｶﾞﾝｼﾞｰ 

ｱｲﾘｯｼｭ ｸﾗｲｱﾝﾂ 
490,590 3.08 

ＪＦＫ株式会社 449,000 2.82 

宮 田  昌 彦 440,800 2.77 

宮 田  憲 次 428,800 2.69 

株式会社ホギメディカル 425,800 2.67 

 （注） 所有株式比率は、自己株式（304 株）を控除して計算しております。 

 

(5)所有者別状況 

区分 

株式の状況(１単元の株式数 100 株) 
 

単元未満 

政府及び 

金融機関 

金融商品 その他の 
外国法人等 

個人 

計 

株式の 

地方公共 取引業者 法人 その他 状況 

団体   個人以外 個人   (株) 

株主数 
- 25 23 64 137 3 3,613 3,865 - 

(名) 

所有株式数 
- 43,613 799 46,135 38,478 5 29,889 158,919 3,100 

(単元) 

所有株式数 
- 27.45 0.50 29.03 24.21 0.00 18.81 100.00 - 

の割合(％) 

（注）1. 自己株式 304 株は、「個人その他」に 3単元含まれております。 

2. 単元未満株式の株主数は、96 名であります。 
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(別紙 2) 

買収防衛策の概要 

大量買付行為が開始された場合のフローチャート 

 

諮問 

勧告 

評価期間満了前の買付 

必要情報が提出されない 

当社株式の大量買付者 

大規模買付ルールを遵守した場合 大規模買付ルールを遵守しない場合 

取締役会による評価･検討（60日又は 90日） 

･買収提案の検討評価 

･取締役会の意見表明 

･代替案の提示 

 

 

ルール遵守の場合は、 

原則 対抗措置は不発動 

株主の皆様のご判断 

当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく

損なうと認められる場合 

対抗措置の発動 

（新株予約権の無償割当 等） 

意向表明書が提出されない 

取締役会による発動の判断 

・独立委員会の勧告を最大限尊重し決定 

独 

立 

委 

員 

会 

取締役会 

・ルール逸脱を確認 

諮問 

勧告 

大規模買付者から当社への 

情報提供･意向表明書の提出 

大規模買付者から当社への 

必要情報の提出 

当社から大規模買付者へ 

必要情報のリストの提出を要請 

大規模買付ルール 

(注)本図は、本プランのご理解に資することを目的として、代表的な手続きの流れを図式化したものであり、

必ずしも全ての手続きを示したものではございません。詳細につきましては、本文をご覧下さい。 
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(別紙 3) 

独立委員会規程の概要 

1.構成員 

独立委員会の委員（以下「委員」という。）は３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立

している、①当社社外取締役、②当社社外監査役及び③社外の有識者（弁護士、公認会計士、学識経験

者、投資銀行業務に精通する者及び他社の取締役又は執行役として経験のある者）のいずれかに該当す

る者の中から、当社取締役会が選任する。委員の任期は、2016年9月開催予定の第40回定時株主総会の終

結の時又は本プランが廃止される時のいずれか早く到来する時までとする。なお、社外取締役又は社外

監査役である委員が社外取締役又は社外監査役でなくなった場合は、委員としての任期も同時に終了す

るものとする。 

 

2.決議要件 

独立委員会の決議は、原則として、委員の全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。 

但し、委員の全員が出席できない場合には、独立委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半

数をもってこれを行う。 

なお、独立委員会の決議が賛否同数により成立しない場合には、取締役会に対し、決議が成立しない旨

の報告を行う。 

 

3.決議事項その他の権限と責任 

独立委員会は、以下の各号に記載された事項について取締役会の諮問がある場合には、これを検討の

うえ自らの意見を決定し、その決定内容をその理由を付して取締役会に勧告ないし助言する権限と責任

を有する。独立委員会の各委員は、上記の責任を果たすうえで会社に対して善管注意義務を負い、当社

の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点から自らの意見を決定することを要し、専ら自己又

は取締役の個人的利益を図ることを目的としてはならない。独立委員会は、自らの意見の決定に際して

適切な判断を確保するために必要かつ十分な情報収集に努めなければならないものとし、当社の費用で、

独立した外部専門家等の助言を得ることができる。 

①大規模買付行為の大規模買付ルールへの該当性 

②大規模買付者が取締役会に提供すべき情報 

③大規模買付者が提出した情報の本必要情報としての充足性 

④当社による大規模買付行為に対する代替案の検討 

⑤新株予約権の発行(無償割当てを含む。)又は不発行 

⑥大規模買付ルールの維持・見直し・廃止 

⑦対抗措置の発動の必要性及び対抗措置の内容 

⑧その他大規模買付ルール、新株予約権、大規模買付行為に関連し、取締役会が判断すべき事項につ

いて、取締役会が独立委員会にその意見を諮問することを決定した事項 

 

以上 
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(別紙4) 

独立委員会委員の氏名および略歴 

 

本プラン継続後の独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。 

 

【氏名】佐藤 昌巳（さとう まさみ） 

【略歴】1963 年 8月 1日生 

1989 年 4月 日本国弁護士資格取得 松尾綜合法律事務所入所 

1992 年５月 ニューヨーク大学ロースクール比較法修士課程卒業(米国) 

1992 年９月 米国ニューヨーク Milbank, Tweed, MaCloy ＆ Hadley 法律事務所勤務 

1993 年３月 米国サンフランシスコ Lillick＆Charles 法律事務所勤務 

1993 年４月 米国ニューヨーク州弁護士資格取得 

1994 年 12 月 前川法律事務所入所 

1998 年４月 佐藤綜合法律事務所開業 

1999 年９月 当社監査役(現任) 

2005 年６月 美濃窯業株式会社監査役 

2008 年７月 株式会社リーガル・サポート代表取締役 

 

【氏名】大林 敏治（おおばやし としはる） 

【略歴】1941年11月11日生 

1960年４月 税務講習所名古屋支所入所 

1985年12月 税理士資格取得 

1993年７月 刈谷税務署副署長 

1994年７月 名古屋国税局課税第一部資料調査第三課長 

1996年７月 名古屋国税局課税第一部資産税課長 

1998年７月 富士税務署長 

1999年７月 熱田税務署長 

2000年９月 大林敏治税理士事務所開業 

2008年９月 当社監査役（現任） 

 

【氏名】伊藤 清道（いとう きよみち） 

【略歴】1950年2月7日生 

1974年4月 トヨタ自動車販売株式会社(現 トヨタ自動車株式会社)入社 

1985年8月 トヨタ自動車株式会社 海外企画部 技術課係長 ｼｽﾃﾑ企画課長 

1994年1月 Toyota Motor Manufacturing Canada, Inc 出向 秘書役 

1999年1月 トヨタ自動車株式会社 マリン事業部 主査 

2000年7月 トヨタ自動車株式会社 米州営業部 主査 

2002年7月 Toyota Kirloskar Auto Parts Pvt. Ltd., 社長 

2008年3月 中京大学経営学部教授（現任） 

以上 
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(別紙5) 

新株予約権無償割当の概要  

 

1.新株予約権無償割当の対象となる株主及び発行条件  

取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する当社普通

株式(但し、当社の所有する当社普通株式を除く。) 1株につき1個の割合で新たに払込みをさせないで

新株予約権を割当てる。  

2.新株予約権の目的となる株式の種類及び数  

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総数は、

取締役会が基準日として定める日における発行可能株式総数から普通株式の発行済株式(当社の所有

する当社普通株式を除く。) の総数を減じた株式数を上限とする。新株予約権1個当たりの目的となる

株式の数は取締役会が別途定める数とする。但し、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、所要

の調整を行う。  

3.発行する新株予約権の総数  

新株予約権の発行総数は、取締役会が別途定める数とする。取締役会は、複数回にわたり新株予約

権の割当を行うことがある。  

4.各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額(払込みをなすべき額)  

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額(払込みをなすべき額)は1円以上で当社取締役

会が定める額とする。  

5.新株予約権の譲渡制限  

新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。  

6.新株予約権の行使条件  

議決権割合が20%以上の特定株主グループに属する者(但し、あらかじめ当社取締役会が同意した者

を除く。) でないこと等を行使の条件として定める。詳細については、取締役会において別途定める。  

7.新株予約権の行使期間等  

新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要な事項については、取締

役会が別途定める。なお、取得条項については、上記 6 の行使条件のため新株予約権の行使が認めら

れない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権 1 個につき取締役会が別途定める

株数の当社普通株式を交付することができる旨の条項を定めることがある。  

 

以上 

 


